
































































































































































































































テレビ 洗濯機 エアコン 冷蔵庫
世界総生産量 11787 6500 4000 7000
中国生産量 4262 1400 2000 1400





























扇風機 カラーテレビ 冷蔵庫 洗濯機 エアコン











































































































































































































































































































































日立 750 25 電子レンジ（30）
出所：『中国軽工業年鑑2000』，中国軽工業年鑑社，2000年，548頁。
表６　1991年－2000年中国家電主要家電製品産量　　（単位：万台）
製品別 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000
冷蔵庫 469.94 475.31 621.96 764.53 929.56 928.22 986.09 1014 1199.34 1278.48
洗濯機 687.17 1712.71 876.28 1096.42 944.79 1068 1257.12 1207 1342.17 1442.98
エアコン 63.06 152 291.84 382.55 591.88 645.93 848.59 850 1250 1826.67



























順位 企業名 販売額 順位 企業名 販売額
１ ハイアール・グループ会社 108.76 10 河南新飛電器有限会社  22.13
２ 春蘭グループ会社  65.81 11 広東華宝エアコン会社  18.22
３ 広東科龍グループ会社  55.66 12 合肥栄事達グループ会社  17.84
４ 珠海格力電器株式有限会社  44.20 13 青島襖柯玛グループ会社  14.08
５ 広東美的グループ会社  31.40 14 順徳ギャランツ電器有限会社  11.14
６ 杭州金松グループ会社  30.58 15 中山威力グループ会社  11.10
７ 江蘇小天鶩グループ会社  29.50 16 広東卓越エアコン会社  11.07
８ 合肥美菱グループ会社  27.53 17 長嶺（グループ）株式有限会社  10.49







































































































製品 輸出量（万台） 前年比（％） 輸出金額（億ドル） 前年比（％）
冷蔵庫 378 65.7 2.79 49.43
洗濯機 101 57.43 0.93 57.96
エアコン 370 86.92 7.83 63


































































































































































































































































































































順位 1999年 2000年 2001年 2002年１H（シェア）
１ 長虹 長虹 TCL TCL（19.8％）
２ 康佳 TCL 長虹 康佳（15.6％）


































































順位 ブランド名 市場シェア（％） 順位 ブランド名 市場シェア（％）
１ 格力 14.9 ４ 科龍 4.7









































































































































































































































































































































































































































１ 科龍 KFR-35GW/S３F 3500 17 5.67
２ 美的 KFR-32W/11Q 3200 18 6.92
３ 新飛 KFR-32W/O３ 3200 19 7.11
４ 海信 KFR-35GW/３P 3500 15 7.47
５ 新科 KFR-35GWL 3500 18 7.59
６ LG KFR-35W１ 3600 17 8.07
７ ハイアール KFR-35GW/K 3500 18 8.24
８ 日立 KFR-32W/B 3200 16 8.44
９ 奥克斯 KFR-32W/F 3200 15 9.02
10 小天鶩 KFR-35GW/CX 3500 18 9.18
出所：2004年５月31日杭州市消費者協会公布資料より。
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だ。しかし，WTO加盟により，中国の家電市場大きな変化を起こした。外資系大手家電企業
の本格的に進入によって，中国市場での競争がより一層厳しくなってきた。多くの外資系と中
国系家電ブランドの中で，２社の以前から持っていた「高品質」のイメージはブランドを確立
し続けることができなくなった。
　ブランドを強化するために，明確なブランド・ポジジョンをとり，消費者に他者と区別し，
記憶してもらわなければならない。この２社は明確なブランド・ポジションをとってこそ，更
に消費者に共鳴を起こし，ブランドの確立に成功してきたと考えられる。
　３　 初期ブランド戦略で発展した企業における「総合家電メーカー」というブランド・ポジ
ショニングの難関
　第三章で紹介した長虹，TCL，格力，海信，ハイアールは，長年の努力を通じて，消費者
から信頼され，いずれも中国家電業界のトップグラスに入っていた。
　これらの企業は（格力を除く），ハイアールと同じく，それぞれ多角化戦略をとっていった。
消費者には「カラーテレビの製造企業」というイメージを持っていた長虹は1997年から，そし
てTCLは2001年からほぼあらゆる家電業界に参入し，冷蔵庫，エアコン，パソコン，携帯電
話までの生産，販売を始めた。エアコンと中心して生産した海信もパソコン，カラーテレビの
業界に入った。
　各社は某種類特定の製品を通じてブランドを強化するのではなく，幅広く家電製品を生産，
販売し，それを通じて中国市場で「総合強力的な家電企業」と位置づけたがる。つまり，多角
化戦略を通じて消費者に「総合家電企業」というブランド・イメージを伝えていって，同企業
の全商品にブランド効果を及ぼすことは，これら企業の図りであった。
　しかしながら，初期のブランド戦略である程度の成功を収めた中国家電企業は，現段階には，
多角化戦略をとれる実力は持っていなかった。
　海信の例をみてみよう。同社はブランドを拡張するとき，ほぼ同時にエアコンとパソコンを
生産，販売し始めた。しかし，エアコンが既に業界のトップ５に入ったにもかかわらず，パソ
コンのほうはまだよく知られていない。その原因は主力製品のカラーテレビについての歴史的
な背景とブランド・イメージがエアコンや冷蔵庫のような白モノ家電業界にシナジー効果をも
たらした反面，「海信はパソコンのようなIT技術製品とふさわしくないだろう」と消費者の声
が出てしまった点にある。2001年，海信は冷蔵庫，CDMA携帯電話に進出する前に調査を行
った。30％の消費者は海信が既に冷蔵庫を生産していたと思い込んで，その逆に，ほとんどの
消費者は海信が携帯電話を生産するのに対して不安感を抱えていた90。やはり，消費者にとっ
て海信は技術が成熟した家電製品のブランドであり，そのブランド力がIT業界にまだ及んで
いないであろう。
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　ハイアールは家電企業の中で，多角化戦略が一番成功しているといわれている。しかし，ハ
イアールでも様々な難関が直面されている。ハイアールの例を通して家電企業の多角化戦略に
おける問題点を概観しよう。
　ハイアール現在主に商品のブランドばかりアピールしているが，それを製造する企業の「顔」
がみえなければ消費者は信頼を寄せない。これまで経営理念，生産現場，社会活動を含める「ハ
イアール企業」として宣伝は少なかった。消費者に「ハイアールはこんな会社だ」の情報を発
信しなければ，本当の意味で商品への信頼は生まれない。商品ブランドにとどまらず，企業ブ
ランドの認知も重要なのである91。世界のブランドを目指すハイアールは，企業を長く信頼し
てもらえる顧客の確保が必要であり，それを実現するためには，企業ブランドを確立する必要
があるだろう。
　企業ブランドは企業に対して消費者が持つイメージであり，そのイメージは「信頼」や「あ
こがれ」などの感情である。例えば，ソニーという企業を信頼して，製品を選んだ場合は企業
ブランドが消費者の心の中で動いていたといえる。そして製品ブランドは，消費者が製品に寄
せる「信頼」や「あこがれ」という感情である。例えばバイオにあこがれを持ち，購入した場
合は，製品ブランドが動いていたといえる。つまり，企業ブランドは企業を信頼し，その信頼
感で製品を選び，購入するため，その良いイメージは長期的持続するものである。一方，製品
ブランドは，製品そのものを信頼し，あこがれるため，製品の流行などに影響されやすく，そ
のイメージが短期的にしか持続しないものである92。
　ハイアールは主力製品の冷蔵庫，冷凍庫，エアコン，洗濯機において，国内最大シェアを有
するトップメーカーの地位を確立した。その直後，総合家電メーカーを目指して，カラーテレ
ビ，パソコン，携帯電話，電子レンジ，皿洗い機，電気掃除機及びそのほかの小型家電の製造
を始めた。ハイアールは最初の「冷蔵庫のメーカー」から「総合家電メーカー」に変身してき
た。更に，電子部品，工業ロボット，製薬，金属材料などの分野でも新製品を出し，飲食，金
融，保険，証券業界への事業も展開した。
　同社はリスクを分散し，シナジー効果を果たす，企業の潜在力を発揮するために多角化戦略
をとった。しかし，新しい分野への新規進出は，膨大な資金投入をバックに作戦を展開しなけ
ればならない。技術力，市場開拓力など欠かせない。家電製造における競争力はあらゆる分野
特に全く違う分野で全部発揮できるわけではない。その点はハイアールの飲食業界と製薬業界
の失敗が証明している。無関連業界の多角化戦略はハイアールの収益低下を顕在化した同時に，
ブランド・イメージにも大きな問題を招いた。
　一つのブランド名はいくつものモノを代表することはできない。例えば，「コカコーラ」と
いえば炭酸飲料，「松下」といえば家電製品，「ナイキ」といえばスニーカーのように，世界の
多くの有名ブランドには共通の特徴がある。それはブランド名を代表するモノが明確であり，
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ブランド名を聞くと消費者は速やかにその商品やイメージを想起する。しかし，「ハイアール」
といえば，家電のブランドなのか，薬のブランドなのかあるいは保険会社名なのか，消費者は
はっきり答えられない。
　長虹，TCLなども同じく問題を抱えている。これらの企業は，「総合家電メーカー」という
ブランド・ポジショニングを目標としているにもかかわらず，それを実現する正確なブランド
戦略が欠けている。製品ブランドから企業ブランドへと変身するのは，意識上では既に認識さ
れているのが，実務上はまだ認識されていないと考えられる。
　現在，家電企業の多角化戦略が正確かどうかについて，中国の理論界と実務界では討論展開
されている。もちろん，現段階の企業は多角化戦略に相応する実力が持っていないのは一番大
きな問題である。しかし，その実力が持っていっても，多角化戦略ではなく，得意の分野で全
力を尽くし，ある細分化市場でブランドを維持するという意見も多数である。
第三節　国際市場でOEM中心からブランドの確立への模索
　実は，中国系家電企業が90年代急速に発展してから，毎年輸出量が徐々に増えてきた。しか
しながら，輸出品の大分はOEM製品がであった。OEMのメリットは過剰の生産能力と遊んで
いる資源を有効利用し，技術と販売は相手企業に依存し，短期的な利益を追求することができ
る。このようなモデルはコア技術を持たない，経営と管理など各面で遅れた中国系家電企業に
とってやむをえない選択肢だった。でも，中国系家電企業に国際市場に大量な製品を輸出した
にもかかわらず，世界では中国ブランド家電製品が極めて少なかった。
　また，近年，中国の賃上げと原材料の値上がりに伴い，OEMを依頼企業が賃金と原材料の
もっと安い国と地域へとシフトする傾向も現れた。中国系家電企業にとって，この市場で生き
残るのは，長期的に，着実にブランドを確立することは根本的な選択肢となっている。
　技術，資金，国際人材が欠けている中国系家電企業は国際市場に進出する第一歩として考え
なければならないのは，有限の資源を持ってまずはどの市場に進出すればよいのか。中国系家
電企業は国際市場への進出は２種の戦略がある。以下のようである。
　⑴まずはアメリカ，ヨーロッパ，日本などを代表とする先進国に進出し，ブランドを確立し
てから発展途上国へ進出する。このような戦略はで国際市場に進出した典型的な企業はハイア
ールである。これは「先難後易」（先に難しく後でやさしい）という戦略である。すなわち，
初期の段階ではあえて仕様や規格などの要求が厳しい欧米先進国市場の開拓に重点を置き，そ
こで認知と信用を勝ち取った後，中近東や南米，東南アジアなどの発展途上国向け輸出を拡大
させた。
　1998年以降，ハイアール内部で新たな戦略が既に練られていた。中国発の世界的ブランドを
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目指す，という新しい目標である。「国門之内無名牌」（国内市場競争だけでは，真のブランド
が作れない），張瑞敏のこの言葉に，「世界のハイアール」を目指す気迫と情熱が凝縮されてい
る。
　ハイアールの国際戦略段階では，単なる外貨獲得のための輸出ではなく，あくまでもブラン
ド確立のためのシェア拡大である。ほかの中国企業と比べると，ハイアールは製品輸出及び海
外での現地生産販売などで，「廉価」イメージを極力避けようとしてきた。海外でもブランド
の認知度向上に全力を注いで，これまでと違うイメージの中国家電製品を世界市場に送り出そ
うとしている93。
　この段階では，ハイアールは国際戦略の展開が遂行されているところである。世界的なブラ
ンドの確立を志向し，漸進的発展を勝ち取っていくこの戦略は，国際市場を発展空間とみなす
「三つの三分の一」方針を通じて推し進められている。実は，ハイアール・グループ全体の輸
出が激増したばかりでなく，海外での生産基地の建設（13ヵ所）も展開されつつある。この「三
つの三分の一」戦略方針とは，ハイアールの年間の総売り上げのうち，中国国内生産，販売が
３分の１，中国国内生産，海外販売が３分の１，そして海外生産，海外販売が３分の１を，そ
れぞれ占めることを意味する。
　ハイアールの「先難後易」戦略の最初のターゲットはドイツだった。ハイアール製冷蔵庫の
技術はドイツ伝来だった。同社製の冷蔵庫最初の輸出は，この冷蔵庫技術の本家ドイツをター
ゲットにした。現在，ドイツはすでにハイアール・ブランド冷蔵庫の対ヨーロッパ輸出拠点に
なっている。ハイアールがドイツ国内に作ったハイアール・ヨーロッパ物流センターは，冷蔵
庫をはじめとするハイアール製家電製品の保管と配送を行っている。
　ハイアールの「先難後易」戦略は，先進国市場に広がる「メイド・イン・チャイナ＝安物」
という古き認識への反省を込めた逆手の手法である。中国製品への古い先入観を打ち破り，新
しいイメージを広げられる。
　⑵まず発展途上国に進出し，成果をあげた後先進国に進出する。つまり「先易後難」（先に
やさしく後で難しい）という戦略である。TCLは代表的な企業である。同社の国際化の基本
方針は，市場潜在力のあるベトナム，フィリピン，インドで現地生産を行い，販売ネットを構
築する。同時，アメリカで情報と研究開発センターを設立し，世界最先端の市場情報と技術を
収集，把握する。資金，技術を備えてうえで，先進国に本格的進出する。
　TCLは輸出した商品も殆どOEMを中心とした。1998年東南アジア金融危機で，人民元が高
いため，同社のOEMが激減した。このこともあって，同社は更に国際市場で自社のブランド
確立の重要性を認識してきた。
　1999年，TCLはベトナムで工場を建て，カラーテレビの現地生産を始めた。2001年まで，
ベトナムで販売のネットワークを構築した。同社のカラーテレビは厳格にISO9001国際品質標
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準で生産され，厳密な検査を受けない限り販売ができない。サービスの面でも，同社も最善を
尽くした。ベトナムではカラーテレビの修理を保証するのは殆ど２年間。しかし，TCLは「修
理を保証するのは３年間，維持と修理は永遠だ」というサービスのスローガンを打ち出し，し
かも全国でどこでも同じくサービスを行う。また，ベトナムの国民はスポーツ，特にサーカー
が大好きな特徴で，TCLは特別なイベントを行った。それは，サーカー番組を放送する際，
もしテレビが故障を起こす場合，スタッフがすぐに消費者に家に修理しに行かなければならな
い。消費者は番組を楽しむことを保証するために，もう一台スペアのテレビを持っていくので
ある。このような努力で，TCLはベトナムで徐々にブランドを確立した。2000年，市場シェ
アは５％に，2001年は9.5%に達した94。ベトナムは90年代に入ってから経済は著しく発展した。
国民は家電製品への需要が高まってきた。このような環境は中国と似ていた。TCLはベトナ
ムを選択したのは，似た背景で，国内で成功した経験を生かせるのである。また，消費者は商
品に対するそれほど厳しくないから，比較的容易にブランドを確立できる。
　TCLは国際市場で慎んでブランド戦略を展開していた。2003年８月から，TCLは「楽華」
を買収して，中国国内市場で自社ブランドの「TCL」と「楽華」で中高層と低層の消費者の
ニーズに対応しようとした。一方，欧州では「ショナイダー」と「THOMSON」，北米では
「Govedio」ブランドで，多ブランド戦略を展開していた。2003年11月，TCLと世界第４位お
消費型電子機器企業の仏トムソン・マルチメディア社は広州で両社のテレビ・DVD再生機生
産部門の合弁合意書に調印し，世界最大のテレビ企業「TCL－トムソン」が誕生した。新会
社は今後，他ブランド戦略で様々な市場に進出する95。
　TCLの国内市場及び国際市場での多ブランド戦略の狙いは，販売チャネルを拡大し，その
販売チャネルを通じてブランドを確立し，また消費者の多様なニーズに対応できる，単一ブラ
ンド・リスクの回避などであると考えられる。
　ハイアールとTCLの国際化戦略の例をみて，中国系家電企業にとって，国際化は単なる短
期的な利益を獲得するのでなく，世界市場でブランドを確立することが長期的，根本的な目標
であることがわかってきた。しかし，高速発展といわれても，中国系家電企業が世界の大手家
電企業と比べ，まだ「幼稚段階」にあたり，国際化もまだ模索段階に当てはまると考えられる。
表20　TCLの多ブランド戦略
対応市場 ブランド名
中国市場（アジア市場含め） TCL（高級志向対応），楽華（大衆志向対応）
欧州市場 ショナイダー，THOMSON
北米市場 Govedio，RCA
出所： 曽憲忠・近藤和明「メイド・イン・ブランドの一考察　―中国企業のブランド戦略を解
析する」『修道商学』（広島修道大学商経学会）第45巻第２号，2005年２月，125頁。
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第四節　ブランド戦略における諸問題
　WTO加盟を迎え，中国系家電企業のブランド強化戦略を概観し，90年代より大きな進歩を
実現したとみられる。しかしながら，依然として，様々な問題が残っている。
　⑴国内のブランド・ポジショニング戦略をみてみよう。品質とサービス保証の前提で，特定
の消費者をターゲットし，多くの商品群から容易に区別できる自社商品を開発，販売した。確
かに進歩してきたと考えられる。しかし，これはあくまでも製品によるブランドを確立するや
り方であり，消費者に何かの深い，続けられる意味を持つのは，系列的，戦略的な計画を立て
ていない。
　取り上げた例のように，明確なポジションを取っているには極一部の商品だけ。もちろんこ
のような戦略は短期的に効果を上げたに違いがない。このようなポジションが同社他の商品に
も適合できるのか，あるいは会社全体のイメージと一致しているのか，矛盾しているのか。会
社自体もわかっていない。
　⑵ハイアールの国際化をみてみよう。先進国でブランドを確立したといっても，そのブラン
ド・イメージはどのようなものであろうか。アメリカで販売されているのは殆どローエンド，
低価格商品である。ハイアールは国内でいつも「一流企業，一流商品」のイメージを持ってい
るのが，国際市場でそうでもない。同社は国内市場と国際市場で同じのブランド・イメージを
作っていくのか，あるいは全く違うイメージのブランドを作っていくのか。同じブランドを作
っていくのはハイアールにとってとても難しい。国際市場で「一流」のイメージは簡単に確立
できない。もし全く違うブランド戦略を取るとすれば，即ち国際市場で大衆品，国内市場で高
級品の戦略でいくと，逆に現在まで構築したブランド・イメージにマイナス効果を招くかもし
れない。というのは，消費者に誤解されやすい。ハイアールは一体どのレベルの会社なのか。
ハイアールの商品に一体どのくらいの値段を払うべきか。このようなことは長期的なブランド
構築には大きな損をもたらす可能性が大きい。
　⑶TCLの国際化をみてみよう。中国と同じく発展途上国でブランドを確立したとしても，
その効果は他の国で通用できるわけではない。他の国特に先進国に進出する際，最初からやら
なければならない。
　また，TCLの多ブランド戦略の裏には，複数のブランドをマネジメントするのも大きな問
題である。ブランド間の違いが明確でなければ，消費者を選択に悩ませ，流通業者への説得も
困難となる。例えば，国内テレビ市場において，TCLは「楽華」ブランドを所得の相対的に
低い顧客層に対応させ，「TCL」ブランドをその中高層に対応しようとしているが，しかし国
内消費者からみれば，「楽華」ブランドが元々中等なブランドであり，「TCL」ブランドもそ
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れほど高級なブランドのイメージもない。消費者がこの二つのブランドの違いがわからない限
り，この二つのブランドが共食いの落とし穴に落ちる恐れが充分あると考えられる96。
おわりに―中国家電企業におけるブランド戦略の展望と残される課題
　本論文で例をあげた長虹，TCL，海信及びハイアールはいずれも中国で人気を集める代表
的大手家電企業である。それぞれのブランド戦略を分析し，そのブランド戦略の特徴を明らか
にしてきた。それは製品の同質化による価格戦争，各社のアフターサービスの競争及び消費者
のニーズに合わせた製品開発である。そのブランド戦略における中国家電企業の強みが３つあ
る。１つ目は中国の豊富かつ安価な労働力97，原材料を使って，低価格でシェアを伸ばすこと
である。２つ目は販売とアフターサービスである。３つ目は既存の技術を組み合わせて生産し，
市場を開拓して素早く販売するという商人的なマインドが強いといえる98。
　しかし，中国ではブランドの理論研究と実務研究は先進国に比べると，確かに遅れている。
中国家電企業のブランド戦略をみると，まだブランド戦略の最初の段階といえる。
　その原因のひとつは中国の遅れていた市場経済が考えられる。ブランドは市場経済発展の産
物である。経済発展の各時代では，社会の気風，規範などが違うから，消費者の商品に対する
要求のレベルが違う。経済発展レベルが高い時代だからこそ，消費者は商品に対して要求が高
い。現在世界では有名なブランドはほとんど経済の発展レベルが高い国に集中している。例え
ば，アメリカ，日本，ドイツである。近年中国の経済が速いとはいえ，発展の最初の段階に過
ぎない，いわゆる発展途上国である。
　以前から中国に進出し，WTO加盟による状況変化のもとで新しい状況を理解したうえでブ
ランド戦略を練り直す海外の有力家電企業に加えこれから本格的に中国に進出を図る世界有名
家電企業の参入により，中国家電市場は一層厳しい市場になってくると考えられる。この市場
で勝ち残り，更に発展しようとする中国家電企業にとって，今までのブランド戦略にはいくつ
かの残された課題があると思う。
　１，製品開発の限界
　中国家電企業の「開発」というのは，「コピー的改造」のことだと指摘されている。全く新
しい技術分野であれば外国企業と提携して技術導入を行うが，ある程度技術を把握すると，独
自に「開発」を行うようになる99。中国は広くて地域，気候，都市と農村の差が大きいため，
ライフスタイルもいろいろある。新製品を速やかに「開発」して，市場に投入してみて，売れ
れば大量生産し，だめならすぐに生産中止するという戦略がほとんどである。
　そもそも中国の産業界では，「各領風騒三五年」（異なる者がそれぞれ，三～五年間にわたっ
て業界をリードする）という言葉が流行していた。この言葉を逆読みしたら，業界の頂点に立
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っての華やかな振る舞いは，せいぜい三年，長くて五年で終わる，という意味にもなる。知名
度が上がってから衰退までの期間の短さを象徴するような表現である。これは決して誇張でも，
極論でもなかった。中国における企業は，歴史的にみても長期的に繁栄を保つことが難し
い100。
　現在，中国の家電企業のイノベーションはほとんど第三段階の応用技術面で行われている。
第一段階のコア技術は依然として先進国の家電企業が把握している。その原因は，一つには中
国の1978年の改革開放から現在まで家電企業の発展の歴史がまだ短いということである。もう
一つの原因は中国の家電企業は激烈な価格競争のため，利益が減少し，研究開発への投資の不
充分であるという点である。ハイアールはほかの中国家電企業と比べると多いといっても，ま
だ少ないほうである。世界の有名家電企業の研究開発費は総売上高の10％以上を占めている。
調査によれば，消費商品の業界では，技術をリードする企業の平均市場シェアは29％，他者の
技術に追随する企業のシェアは17％，工業用品の業界では，技術をリードする企業の平均シェ
アは39％，追随する企業のシェアは21％である101。技術は企業にとって大きな役割を示してい
る。家電業界において，コア技術を持たない限り，本当の意味での一流ブランドにはなれない。
　２，原産国イメージにおける課題
　中国家電企業はこれから国内市場だけではなく，世界市場でほかの企業と競争しなければな
らない。これまで国際市場中国製品は「安かろう，悪かろう」のイメージを残してきた。世界
の消費者の原産国に対するイメージの問題を考えなければならない。ブランドに及ぼす原産国
の効果が重要である。
　原産国のイメージがよいときには，プラスの効果がある。しかし，もし中国が国際的に非難
を浴びれば，中国製品の評価にも悪い影響が出る。企業活動とは直接関係のないところで，企
業のブランドが評価される可能性がある。中国家電ブランドと同様に，中国のイメージは定着
するまでに時間がかかるのである。
　日本の例をみてみよう。第二次大戦後の数十年間で，製造業国としての日本は，「安かろう，
悪かろうの国」から「高品質製品の生産国」へと，原産国イメージがドラスティックに変化し
た。国のイメージチェンジに成功できたのは，日本の製造業各社が品質向上に努力したことが
評価された結果である。「日本製」は現在の日本製造業にとって貴重なブランド資産だといえる。
　「中国製」をイメージチェンジするために，中国政府の国際活動でよい国のイメージを作る
と共に中国家電企業の各社の努力を必要であろう。
　３，ブランド・パーソナリティの構築問題
　中国系家電企業にとって，ブランドの育成に対して，「人」として考えていない，単純に「も
の」として考えるのである。これも世界の他企業との大きな違いだと考えられる。もちろん，
その原因は中国の学術界と実務界が世界のブランド理論に接する時間が短いにもあると思う。
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「もの」を育てるのは短期間で達成できるのが，「人」を育てるのは長い時間をかかるのであろ
う。中国で本格的にブランド理論を導入するのは1992年である。現在まで十数年しか経ってい
ない，今はまだ理論への認識，学習する段階と考えられ，実践するのはこれからの課題だろう
と思う。
　本稿は可能な限り中国側の文献を参考にし，現段階における中国家電企業のブランド戦略の
特徴と課題を明確にした。ブランドを巡る研究は手段としてのブランド研究から結果としての
ブランド研究まで，更に起点としてのブランド研究へと変遷してきた。本稿では手段としての
ブランド研究を中心とした。起点としてのブランド研究には触れる余裕がなかった，これから
の研究課題としていきたいと思う。
〔注〕
１　範小晨「世界市場に取り組む中国の家電メーカー」http://www.mitsubishi-trust.co.jp（アクセス日：2005
年10月24日）。
２　王永龍『中国品牌運営問題報告』中国発展出版社，2004年，１頁。
３　清水伸介「アジア市場における中国機械企業の戦略展開　─その国際競争力評価とアジア機械産業の対応
─」『中国機械産業』2003年７月８日，31頁。
４　陳晋『中国製造業の競争力』信山社，2007年，91-93頁。
５　住谷宏・塚田朋子編『企業ブランドと製品戦略　右脳発想の独創性』中央経済社，2003年，40頁。
６　同上書，40頁。
７　池尾恭一『日本型マーケティング』有斐閣，1999年，137-139頁。
８　青木幸弘・岸志津江・田中洋『ブランド構築と広告戦略』日経広告研究所，2000年，22頁。
９　李東・刑振超「四種営銷伝播理論的比較─従USP論，品牌形象論，定位論達MC理論」『学術交流』2006年
第11期，92頁。
10　王永龍，前掲書，84頁。
11　韓福栄・王仕卿「品牌理論研究１　品牌理論発展評述」『質量管理』2006年第９期，４頁。
12　陶山計介・梅本春夫『日本型ブランド優位戦略』ダイヤモンド社，1999年，113頁。
13　後藤こず恵「ブランド・パーソナリティ研究における実証課題」『千里山商学』（関西大学大学院商学研究
科院生研究会）第60号，2005年１月，24頁。
14　陳鋳「中国におけるマーケティング発展段階説とマーケティングの導入」『千里山商学』（関西大学大学院
商学研究科院生研究会）第59号，2004年３月，61頁。
15　この内容は，王衍宇「中国におけるブランド消費市場の形成と企業ブランド戦略の生成」『桃山学院大学環
太平洋圈経営研究』（桃山学院大学環太平洋圈経営研究学会）第８号，2007年１月，55-57頁を参照されたい。
16　李暁青・周勇「中外企業品牌管理研究綜述」『商業研究』2005年第21期，79頁。
17　範建亭・天野倫文「日中家電産業発展のダイナミズム（中）」『経営論集』（東洋大学経営学部）第59号2003
年３月，59頁。
18　李毅「中国家電企業におけるブランド管理」『経営学論集』（明治大学大学院経営学研究科）第22号，2005
年２月，285頁。
中国における家電企業のブランド戦略─中国系家電企業を中心に─
- 145 -
19　小島末夫「躍進する中国企業　その１海爾（ハイアール）　─中国版多国籍企業のランナ─『ジェトロセ
ンサー』2002年９月，42頁。
20　例えば，範建亭・天野倫文，前掲論文によると，中国におけるカラーテレビ（CTV）をはじめ家電産業の
発展は⑴揺籃期（1980年以前），⑵導入期（1981年から85年），⑶輸入代替期（1986年から92年），⑷市場開
放後（1993年以降）を分けている；飯田恭子「中国家電産業の現状と課題」『中国21』（愛知大学現代中国
学会，風媒社）第14号，2002年10月，231頁によると，⑴1970年代末から1980年代中期まで，集中的な技術
導入の段階，⑵1980年代中期から1990年代中期まで，中国家電産業急速発展の段階，⑶1990年代中期以降，
成熟期の段階を分けている。
21　陳晋『中国製造業の競争力』信山社，2007年，95頁。
22　谷照明・閻紅玉『海爾：中国的世界名牌』経済管理出版社，2002年，２-３頁。
23　邓偉根・周毅「我国家電業競争力実証分析―廣東的問題及対策」『南方経済』1999年第７期，５頁。
24　廖長友「中国家電工業産業政策有効性分析」西南財経大学，2003修士論文，28頁。
25　第二章で紹介する中国カラーテレビの大手企業長虹も軍需工場から転換した。
26　範建亭・天野倫文，前掲論文，61頁。
27　谷照明・閻紅玉，前掲書，３頁。
28　渡邉真理子「松下が組んだ中国家電大手TCLの販売優先戦略」『エコノミスト』2002年７月29日号，50頁。
29　余東華「中国家電行業的市場集中：従過度競争到有効競争」『石油大学学報』（社会科学版）2005年８月（第
21巻第４期），20頁。
30　邓偉根・周毅，前掲論文，６頁。
31　廖長友，前掲論文，48頁。
32　余東華，前掲論文，22頁。
33　中国軽工業局『中国軽工業年鑑1996』中国軽工業年鑑社，1996年，230頁。
34　西口敏宏・天野倫文・趙長祥「中国家電企業の急成長と国際化」『一橋ビジネスレビュー』2005年９月，56
頁。
35　中国軽工業局，前掲書（注33），231頁。
36　閻志軍・尤宏兵「跨国公司対華投資的品牌策略及我国的対策」『中国軟科学』2001年第９期，29頁。
37　中国軽工業局『中国軽工業年鑑1997』中国軽工業年鑑社，1997年，233頁。
38　中国軽工業局『中国軽工業年鑑1998』中国軽工業年鑑社，1998年，265-266頁。
39　谷照明・閻紅玉，前掲書，４頁。
40　邓偉根・周毅，前掲論文，７頁。
41　重並朋生「厳しい価格競争に直面する中国の家電・携帯電話市場」『みずほアジアインサイト』（みずほ総
合研究所）2003年12月17日号，１頁。
42　袁偉峰「我国大型家電企業跨国経営戦略的探討」上海海運学院2002修士論文，17頁。
43　中国軽工業局『中国軽工業年鑑2000年』，2000年，250頁。
44　先端技術のカラーテレビ生産をしている中国家電企業はTCL，康佳，長虹だけ。
45　樊増強「“走出去”与“国際化”：中国中小企業的必然選択」『当代経済研究』2004年第３期，40頁。
46　中国軽工業局『中国軽工業年鑑2003年』，2003年，16頁。
47　中国軽工業局，前掲書（注43），141-142頁。
48　同上書，141頁。
環太平洋圏経営研究　第９号
- 146 -
49　中国軽工業局『中国軽工業年鑑2005年』，2005年，403頁。
50　李毅「中国家電メーカーにおけるブランド管理」『経営学論集』（明治大学大学院経営学研究科）第22号，
2005年２月，288頁。
51　国家計委宏観経済研究院課題組「我国家電工業発展的経験和教訓」『宏観経済研究』第24期，2000年11月，
36頁。
52　秦月鴎『大話中国』民主与建設出版社，1999年，80-81頁。
53　王曙光『海爾集団：世界に挑戦する中国家電王者』東洋経済新報社，2002年，82頁
54　李毅，前掲論文，288頁。
55　中国軽工業局，前掲書（注37），234頁。
56　秦月鴎，前掲書，95-96頁。
57　『人民日報』，1998年２月９日。
58　劉婭倩「中国家電企業の経営戦略とその問題点　─長虹のケース─」『現代社会文化研究』（新潟大学大学
院現代社会文化研究科）第33号，2005年７月，40-41頁。
59　張良『営销勝局啓示録』海天出版社，2005年，67頁。
60　渡邉真理子「資本構成と企業行動　─テレビ企業２社の比較から─」，丸川知雄編『中国企業の所有と経営』
（アジア経済研究所，2002年），185-186頁を要約した。
61　同上書，187頁。
62　大原盛樹「経営戦略と企業家の役割」，丸川知雄編『中国企業の所有と経営』（アジア経済研究所2002年），
237頁。
63　渡邉真理子，前掲論文（注60），205頁。
64　TCL当時使った名称「TTK」は日本のTDKの知的所有権を侵していると訴えられたため，録音テープの生
産を停止した。
65　渡邉真理子「松下が組んだ中国家電大手TCLの販売優先戦略」『エコノミスト』2002年７月29日号，51－52
頁を要約した。
66　渡邉真理子，前掲論文（注60），216頁。
67　田原真司「松下・TCL提携は三洋・ハイアールと似て非なり　狙いは中国農村部の開拓」『日経ビジネス』
2002年４月22号，９頁。
68　松江宏編『現代中国の流通』同文舘出版，2005年，194頁。
69　範小晨「世界市場に取り組む中国の家電メーカー」http://www.mitsubishi-trust.co.jp（アクセス日：2005
年10月24日）。
70　西口敏宏・天野倫文・趙長祥「中国家電企業の急成長と国際化 －中国青島の家電企業の研究を通じて―」『東
京大学』2005年９月，17-18頁。
71　同上書，296-297頁。
72　電氷箱は冷蔵庫の意味である。
73　杉田俊明「急成長する中国の代表的企業：海爾」『日中経協ジャーナル』（日中経済協会）第94号，2001年
10月，12頁。
74　大原盛樹，前掲論文，257頁。
75　中国の電器専門店はほとんど卸売りと小売を両方やっている。
76　遅双明編・多田敏宏訳『ハイアールの企業文化　中国トップ家電メーカーの経営戦略』近代文芸社，2004年，
中国における家電企業のブランド戦略─中国系家電企業を中心に─
- 147 -
145頁。
77　大原盛樹，前掲論文，258頁。
78　劉婭倩「中国家電企業の経営戦略とその問題点　─長虹のケース─」『現代社会文化研究』（新潟大学大学
院現代社会文化研究科）第33号，2005年７月，43頁。
79　伊丹敬之・加護野忠男『ゼミナール　経営学入門』日本経済新聞社，2003年，57頁。
80　渡邉真理子，前掲論文（注60），201頁。
81　劉婭倩，前掲論文，44-45頁。
82　田原真司「松下・TCL提携は三洋・ハイアールと似て非なり　狙いは中国農村部の開拓」『日経ビジネス』
2002年４月22号，９頁。
83　王永龍，前掲書，381頁。
84　「厳しい価格競争に直面する中国の家電・携帯電話市場」『みずほアジアインサイト』（みずほ総合研究所），
2003年12月17日，３頁。
85　水口達郎「中国市場における松下電器の優位性」『THE WORLD COMPASS』2004年９月，33頁。
86　段伝敏『科龍革命500天』広州出版社，2002年，275-276頁。
87　紀然「王者十年澳柯玛─澳柯玛品牌建設飛速発展之路」『中国質量と品牌』2005年第１期，21頁。
88　段伝敏，前掲書，33-34頁。
89　顾丙坤「科龍空調品牌営销研究」西安理工大学2005年修士論文，35頁。
90　王永龍，前掲書，383頁。
91　日経産業消費研究所編『台頭するアジアブランド』日本経済新聞社・日経産業消費研究所，2003年，28頁。
92　立教大学経済学部教授郭洋春ゼミナール『６つの戦略から学ぶ　中国進出企業のためのビジネスモデル』
唯学書房，2004年，262頁。
93　王曙光，前掲書，94頁。
94　何志毅「中国企業国際化途経選択　─海爾与TCL海外投資戦略の比較─」『世界経済研究』2002年代６期，
６頁。
95　曽憲忠・近藤和明「メイド・イン・ブランドの一考察　─中国企業のブランド戦略を解析する」『修道商学』
（広島修道大学商経学会）第45巻第２号，2005年２月，124頁。
96　同上論文，124頁。
97　世界開発銀行の統計などによると，2001年の時間あたり人件費コストで日本が中国の約40倍，韓国，マレ
ーシア，タイがそれぞれ中国の12倍，５倍，３倍となっている。
98　大原盛樹「中国家電メーカーの競争優位　中国市場で勝つために日系企業は中国企業に何を学べるか」『日
中経協ジャーナル』2000年２月，10頁。
99　同上書，12頁。
100　王曙光，前掲書，22頁。
101　王文龍，前掲書，223頁。
 （2007年10月18日受理）
